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三 田社会学 第2号(1997)

被災地調査の現場をふ りかえって

大矢根 淳

はじめに

 日本海で発生 した ロシア船籍ナホ トカ号の重油流出事故では、多数のボランティアが柄

杓で油をす くう姿が放 映 されてい た。これ らボアンティアの中には、あの阪神 ・淡路大 震

災で活躍 したボ ランテ ィアの リピーターや、 「お礼」 として神戸か ら駆 けつけた者 も多い

と報 じられ る。 「お礼」とはい うものの、 しか しなが ら、かの震災はいまだ収束 してはいな

い。 ここでは、 うつろいやすい世論に惑わ されることな く被災地を注視 し続 ける必要性 が

ある とい う点だけを指摘 しておいて、以下、本稿では私の若干十余年の被災地研究の経験

をもとに、災害調査に取 り組む社会学的スタンスとそのセンスに関 して反省的に検討 して

みたい。

1.「 被災地における社会的課題の位相の転化」に向き合 う社会学的セ ンス

 阪神 ・淡路大震災は未だ終息 していない。 二次災害 といわれる延焼火災や救出 ・救助 の

カタス トロフィ ックな局面までは確かに終息 している。 しか しなが ら「震災関連死」とい う

数字が発災か ら二年 を経過 して現在で も依然 として増加 し続けていることか らもわかる よ

うに、例えば仮設住宅での孤独死 ・自殺など、新たな被害が 日々積算 され続 けている・

 私 自身は「コミュニティ再興 と生活再建」とい うテーマを掲げて、個々の被災者の生活再

建を、主に「職(場)・ 住再建 」に着 目して復 興まちづ くり等の広が りの中で把握 しようと調

査 ・研究を続 けている(大矢根1997)。 発災後の住生活の基本的な流れは、① 自宅被災→②

避難所→③ 仮設住宅→④恒久住宅、 とな るが、 当震災に関 しては現在、②→③(仮 設住宅

に移 らず 「待機所」(「 避難所」)に とどまっている者 もいる)、 あるいは③→④の過渡期

であ り、④の実現はまだ数年を要する。住生活の再建過程は、復 旧 ・復興諸制度の枠組み

の中での討議 と妥協を経て納 得 して1)恒久住宅を確保する まで続 くと目されるか ら、研 究

もこれか らが正念場である。そ してさらに私は、実はその後、すなわち⑤段階 目があって、

それ を射程に入れて研究は継続 されなければならないのではないか と考える。

 今震災は超高齢化社会の練習問題である とよく言われ る。公営のケア付住宅が整備 され

れば被 災 した高齢者の 「住宅」は確保 され ると言えよ う。が、 「住 生活」 は不透明であ る

(houseは 確保されて もcommunity-1ifeは いかがな ものか)。 被災高齢者は被 災以前の馴染

みある長屋生活か ら整然 と区画整理された復 興都市のマンシ ョン等での生活へ と急激な環

境変容を経験す ることとなる。それを受け入れる地区も忽然 と現れた福祉空間を直覚で き

よ うか。 このことは入居 している高齢者が(亡 くな って)世 帯(世 代)交 代をいかに進 め
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てい くのか、それは別の視点か らする と、漸進的にではな く急造 された福祉都市空間が 、

例えば不動産等のマーケ ッ ト・メカニズム(市 場原理 に基づいた漸進的な都市ス トック更

新の要 請)の 中でいかなる位置づけを与え られ うるのか とい う難問にも通 じて こよ う。

(公営 ・民営)恒 久住宅が確保 されえた上で、それ を取 り巻 く住生活環境がどのように個々

の被災世帯の復興プ ロセスと相互作用 し続 けるのか、 とい う⑤段階目を重視す る視点であ

る。

 このような今震災の トピックスである被災高齢者問題に限定されず とも、災害後の住 生

活再建には被災2～3年 では目視されず らい難問が存する。 ここでは、住み慣れた被災現

地 ・周辺で の生活再建 です ら、個 々の意向を超 えた次元で展開 され る空間変容の影響を多

大に受 けること(Snarr,Brown 1994)を 考慮 しておきたい。わが国では復旧のための個人 補

償は建て前としては存在 しないか ら、復 旧 ・復興事業を他 の制度を援用 して導入する結果、

住生活再建実現のために とられ る手法は、国土形成、地域振興の枠組みの一部分に位置 づ

け られ ることが多い。そ して現実には、ある時点でその手法が一人歩きを始め、一定の割

合で被災当事者の妥協 を導き出 しなが ら復興 は進むことが観察 されている。例 えば、今 震

災の住宅再建は(復 興)都 市計画事業の もと進め られるので、事業手法の一つである区画

整理事業の対象地では減歩 ・換地 ・清算金 とい う痛みを受容 した者のみに事業の各種補償 等

にアクセスする権利が与えられ る。雲仙普賢岳噴火災害では、直接被災世帯が集団移転 ・

崖地移転による制度的補償を獲得するために 、大型公共土木事業である砂防ダム建設の犠

牲 となって数百年続いた家や古里を放棄 しなければな らな くなった(大矢根1996)。 都市、

農村を問わず、災害復興は地域振興の トレン ドに一部論点をす げ替えられ、被災者の妥協

を とりつけなが ら進め られる。

 このように災害後の住生活再建に限定 してみて も、これまでの被災地調査か らは、 「避

難所生活の諸問題」、 「仮設住宅生活の諸問題」、 「恒久住宅確保の諸問題」、 「振興 に

かすめ取 られる生活再建の内実の諸問題」等 、被災後数年か ら十年位のスパンにおいて、

それぞれの局面で社会的課題の位相が めまぐる しく転化 してい く様が観察 され得て いる

(浦野1995)。 そ して、その各局面で被 災者は手持ちの諸資源を睨みなが ら復興ビジ ョンを

模索 してい く。 したがって、社会学的災害研 究はカタス トロフィックな局面のみに限定 さ

れるべきでなく、真摯な継続的実証研究に基づいて、復興ビジョンを模索す る被災者(地)

あ くまで独 自のロジックを解き明かす ところにも力を注 ぐべ きではないだろ うか。

 さて、 ここで本号特集テーマの主旨に沿って考 えてみたい。被災地の リア リティを体現・

把握す ることをな し得るか否か、すなわち、 予め用意 された結論に沿 ったデータを収集す

るのではな く、現地独自のロジ ックを読み解 く難 しさは、災害社会学分野の調査方法論 の

成熟度に帰 因す るのではな く、まずは調査者 の被災地(イ ンフォーマ ン ト)に 対する愛情

と責任感 とい う研究者の個人的資質の レヴェルの問題であることを指摘 しておきたい。現

在、被災地調査、すなわち、復興関連各組織 に対す るヒヤ リング、生活再建に奔走す る被
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災者の生活史調査、質問紙 を用 いたコミュニティ単位の復興意向調査等に取 り組んでいて、

私事未熟なが ら既存調査方法論に決定的な不足は感 じていない。対象に真摯に向かい合 い

さえすれば、まだまだ吸収すべき現実は多大 に存す る。 このことは別の視点か らすれば、

災害社会学が未だ事例の蓄積、モノグラフ作成の経験す ら浅 く、それに没頭 し、理論化 と

実証研究の狭間で限界 を感 じるまでには研究 を蓄積 ・展開 しえていないことを物語 って い

るのか も知れない。浅学の私がその判断をす ることは控 えて、ここで私が被 災地で感 じた

調査の難 しさを次に記 してみたい。

2.被 災地調査の客観性

 あ くまで被災地独 自のロジックを把握 しよ うと調査を始めると、いきおい、二つの難 問

に突き当たる。一つは、代表性、客観性の問題、いま一つは記述可能性、調査結果の社会

的還元の問題である。そ して、この二点は さらに、対象に挑む社会学者の立場 とい う胃痛

のする第三の課題(リ サーチ ・モー ドとボランティア ・モー ド)に つなが ることとなる。

 例えば、(町内会単 位等の)地域復興意向調査は、唐突な行政の計画推進体制に反発 して

復興まちづ くりへの反対意見が多数を占めているとデータが提示されていることが多いが、

そこにおいて も、個々の世帯に は実は「早 く元の生活に戻 りたい(ので、計画を早 く進 めて

欲 しい)」との願望 も強い。地域 内で実施 され る意 向調査 も、その実施主体は「地域」の名 を

冠するものの、現実には様 々な主体の思惑が 交錯 してお り、例えば、町会長が町内の実情

を知 りた くて全 くのボランティアで実施 している調査か ら、行政の計画策定に深 く関わ る

都市計画コ ンサル タン ト等の意見 を全面に押 し出した調査、ある政 党の政治的 ・宗教的イ

デオ ロギーの もと環境問題、土木行政=政 治体制批判 を背景に計画撤回を目的 とした調査

まで様々で、それ らが相乗 りしている。

 我々の調査は各関連主体への ヒヤ リングが 基礎 となっているので、そ こではまず現地 の

ビジ ョンの多様性、重層性が把握 され、地域 の問題構制把握に主眼が置かれる。調査 と銘

打ちなが ら、その地域 の大勢を分析することはできず(せず)、 埋 もれ始めている声を も掘

り下げよ うとす るか ら、いきおい、客観性、代表性 とい う社会科学的な課題を突きつけ ら

れるとたじろいで しま う。

3.調 査結果の記述可能性、社会的還元

 次に、記述可能性、調査結果の社会的還元 に関 して、ア ンケー ト調査のよ うには客観 的

数値で表現され得ない実状や意識をどう扱 ってい くかとい う課題を私はいつ も感 じている。

聴取 した個別事例を論文等に盛 り込む際、い くら匿名にした ところで現場 にとっては 自明

なことである。このよ うな問題にど う向き合 うか。

 被災地ではにわか 災害研究者に よる「業績 作 り逃 げ型」調査の犠牲 とな って、いわ ゆる

「調査災害」2)の被害者が多 く、調査拒否の雰 囲気があるので、調査依頼、記述の同意取 り
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付けは難航する。 しか し、そのよ うな緊急調 査 と異な り、私 の被災地調査は数年か ら十年

位のスパ ンで実施 されるか ら、足繁 く通っている内にラポールが とれ るが、実は、その よ

うな状況で入手 した資料や事例こそ扱いが難 しい。地元の私的会合への出席が許され、 対

象に一歩近づ けた と嬉々としていると、酒を酌み交わ しなが ら早速、復興を争点 とした首

長選挙の地盤変動などの難問で踏み絵をさせ られ窮することもあった。 しか しなが ら一方

の陣営のために調査結果 を開示す ることはできない。そ うい う地域内(間)論 争を含 めて

被災地の問題構制が把握 される と思われ るので、 したがって私は、できるだ け忠実な対象

地の記録を とるよ う心が けている。個別世帯 の問題は私個人のデータ ・ファイルにス トッ

クされそれ 自体は門外不出であ り、類似事例 とともに地域の課題群を提示す る形でのみ表

現 され、そのような複数個別世帯事情を規定 している要因、例えば、復興諸制度や各種行

政施策な どを必要十分に並記 して当該世帯の事情を「説明」す る。 この調査スタイルにお い

ては、復興 をめ ぐる問題構制の展開過程が先 行事例(他 の被災事例)を もとに把握 され るか

ら、その 「説明」はある程度の 「読み(予 測)」 を含み うる。対象者には 「過去(被 災生活経

験)」 を語 って くれたお礼に、同様の問題を抱えてきた他の被災地(者)の 「その後」 を

紹介 して参考に共 し、我々の調査結果の還元をはかっている。

4.ボ ランティア ・モー ド

 ところが、現場では即時即応な、現対象者 にとって時宜にかな った各種利益を最大化す

るよ うな処方箋の提示を求めている。その点、社会学にとって同門である社会心理学では、

例 えば今震災においては、 「心のケア」 と してPTSDな どの難問に学会を あげて取 り組 ん

できた(臨 床研究)。 厳 しい現実に同居 しなが ら何 もしない、何 もできない社会学、 と椰

楡 もされる。復興まちづ くりに関 しては、我 々社会学、なかでも都市社会学ではコ ミュニ

ティ論の蓄積が厚いに も関わ らず、復興事業対象地の現況での最大の問題点の一つである

権利割合調整に何 も発言できていない。 「協働」な ど慣れ親 しんだ概念が虚 しく響 く。 と

ころが同 じ問題に対 して建築学では、 「協調化」 ・ 「共同化」手法といった枠組みの中で

区画整理事業の限界を教示 しつつ、 「共同建 て替え」を説明 しながら同時に権利割合調 整

や事業参加意向の取 り付けまでに乗 り出している。

 自らの研究の素材 として対象 を措定する「リサーチ ・モー ド」の調査に対 して、対象の現

実に主体的に関わるところまでを要求する 「ボ ランティア ・モー ド」の調査は、我々社 会

学者にとって、特 に被災地調査 をする際には大きな課題 となる。社会調査の教科書の中に

は、対象にでき うる限 り影響を与えないよ うに空気のように過 ぎ去ることを求めるものや、

そ うはい うものの 『ス トリー トコーナー ・ソサエティ』のように対象 との関係性に悩み抜

く参与観察な ど様 々で、また一方では、政策形成や各種社会運動に直接関与す る調査 も存

する。 しか しなが ら被 災地調査の社会学的動 向としては、未だ連字符社会学 として災害社

会学が確立 していないことな どが影響 してか、調査結果を積極的に被災地に還元 して主 体
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的に関わっていくとい うよ りは、 自らの専門 分野の応用問題 として取 り組んで、成果は 当

該分野に一部蓄積されるのみ、 とい う傾向が散見 される。

 被災地を訪れた多数の院課程の若手研究者 か ら、圧倒的現実に驚愕 し共感 しはす るもの

の、自らの専門領域の一つに災害社会学 と記 すのに抵抗 を感 じる、 とい う相談を頻繁に受

け、その度に閉塞感 を改めて感 じている。プ ロモーシ ョンとい う直接的な難問を抱えてい

ることは重々承知 しているが、調査者 として対象に主体的に関わ り続 けてみ よ うとい うバ

イタリティが低下 してきているのではないかと感 じるのは、私 も30半ばにして 「おじさん」

になったか らなのであろ うか。 しか しなが ら、彼 らが 自信を持 ってフィール ドに接す るこ

とができるよう、少な くとも先行被災事例における社会学の調査研究の蓄積を体系的に整

理 して提示 し、まず は自らの位置づけで思い悩むとい う状況は克服 して もらい、次いでそ

れ ら先行業績 を批判的に検討 して自らの視点や方法論 を鍛 え上げていけるような専門領域

研究の環境を整えていくことが、災害社会学にとって喫緊の課題ではなかろ うか。

おわ りに

 本特集テーマは、理論更新一方法論鍛錬 と リア リティ把握の喫緊性 とい う二項(間)の

緊張関係に焦点を置いているが、残念なが ら災害社会学はその議論のスター トライ ンに立

てているとは評価 しがたい。現況は、乏 しい調査技法に甘ん じて事例を記録 し続ける段 階

であ り、そ うして蓄積 された事例の一般化をはか り始めようではないか、 と昨年の日本社

会学会で確認 されたばか りである。 ここ十数年、奮闘努力 して領域を確立 してきた環境社

会学の足跡 を真摯に学びたい。

 ところが、実は、社会学分野で災害 研究 は現スタ ッフに続 く直接 の系譜 で も新 潟地 震

(昭和39年)以 来30年 余、海外の研究事例 の紹介まで含め るとS.H.プ リンス 『災害 と社 会

変化』(1920)以 来70余 年の蓄積があ り、さらに、災害国我が 日本の過去の被災調査 をひ も

といてそ こに社会学的視点で捉 えうる業績 を拾 ってみても三陸地震津波(1896年)、 関東大

震災(1923年)、 東 南海地震(1944年)、 戦災など枚挙にい とまがない。 この ような研究を体

系化する作業 も始まってお り(田中1993)、 こ うした仕事を参考に自らの事例研究を歴史的

に位置づけなが ら相対化 し一般化、理論化の道を探っていきたいと考えているところであ

る。

注

1)これまで都市計画事業をめぐる社会学的研究には、同事業推進の 「説得」→ 「同意」獲得のロジックを住

 民運動論的視点で批判的に検討してきた蓄積が厚いが、震災を経て、都市計画畑からもそうしたプロセス

 に対する内在的批判が噴出してきており、社会学では 「討議」、 「協働」を経た 「合意」醸成のプロセス

 に着目している。似田貝香門 「街づくりという集合行為 と 〔合意〕 (「同意」)の 原則」、と題する日本

 社会学会報告(1995)、及び、同学会報告、室崎益照 「説得の都市計画ではなく納得の都市計画」、を参照

 のこと。

2)例 えば、雲仙普賢岳噴火災害のとある被災世帯には、被災後数週間の うちに実に13ものアンケー ト調査
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が郵送されてきた。返信用の封筒す ら同封されていないものもあり、
1内容となると真っ先に被災当時の生々

しい状況を尋ねるものなど、被災者の心情配慮 といった調査者としての基本す ら認識できていない調査も

あり、現地では腹立たしさを通り越して情けなかったと被災者に語り継がれている。

また、避難所や自宅にマスコミ取材陣が挨拶なしに土足であが りこんで無断で電源をとったり、就寝中

もライ トを照らし続けていたと告発する者もいる。世帯や町会で申し合わせをして一切の情報の提供を拒

むなどの対応がとられたが、当然の自衛手段である。さらに、調査結果が返信されてくることもなく、

「先生方は被災地を食い物にしている」との手厳 しい批判も聞かれる。
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